
１．はじめに
周知のように，日本の労働市場は少子高齢化の進展による生産年齢人口比

率の低下により，慢性的な労働力不足に陥っている。こうした状況は，建設

業，縫製業，食品加工業，外食産業，農業などの一部の業界において深刻で

あり，近年その傾向はいっそう強まっている。こうした労働力不足は，近年

の新型コロナウイルスの感染拡大等によって日本の少子高齢化がいっそう深

刻な段階に至ったことによって，今後もより強まるものと予想される。

こうしたことから，日本政府・企業は，この不足する労働力の補充を目的

に，１９９０年代から海外からの労働力受け入れを進めてきた（暫定的に，こ

の外国人労働力受け入れ推進派の論をA論とする）。しかし，海外からの移

民の拡大による日本社会の変容を危惧する一部勢力（暫定的にB論とする）

の反対により，日本の外国人労働力受け入れ制度はこれまで数回にわたって

様々な形での変更を余儀なくされ，紆余曲折を経てきたことは周知の事実で

ある。２０２３年現在において日本政府がその変更を検討している技能実習制

度は，後述するようにその紆余曲折の象徴であり，労働市場がグローバル化

する現在の国際状況において，かなり独特な性格を持つ制度となっている。

日本政府は１９９０年に施行された改正出入国管理法において，「専門的技術
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的外国人労働者の受け入れを促進し，非熟練外国人労働者の受け入れはしな

い」との方針を初めて明確に打ち出した。これは，慢性的な労働力不足とい

う事態への対処を必要としつつも，前述した非熟練外国人労働力の急増によ

る国内への影響にも配慮した，つまり，A論とB論の両者に配慮したきわめ

て性格が曖昧な内容であった。このときの曖昧な性格付けが，今日，技能実

習制度の改訂を余儀なくさせた根本的な要因といえよう。

こうして，１９９３年には外国人技能実習制度（当初は研修制度）が創設さ

れた。この制度の創設によって中国をはじめとする東アジア，東南アジア各

国からの技能実習生が日本の労働市場に参入してくることになった。

この制度の特徴は，実質的には前述のA論に基づく非熟練外国人労働者の

受け入れ促進制度であったが，「開発途上国への技能移転を通じた「国際貢

献」のための制度であり，数年の研修・実習の後，実習生は基本的に帰国す

る」との建前を掲げ，B論にも配慮している点に大きな特徴がある。この両

論に配慮した曖昧な性格が，しだいに職種や在留期間を拡大しながら３０年

経過したことにより，近年ますます深刻化している日本の労働力需給の逼迫

のなかで，次第にその根本的な矛盾点が露呈してきており，受け入れ規模の

さらなる拡大を図るために，「国際貢献」という建前をしだいに降ろさざる

を得なくなったというのが実態であろう。こうした根本的な制度における矛

盾の中で，この外国人技能実習制度は一定の成果をあげつつも，同時に本稿

で述べるように多くの問題を発生させてきた。

こうして，現在，日本における外国人労働者をめぐる制度は，大きく変革

される時期を迎えている。同分野において大きな役割を果たしてきたのは，

前述した外国人技能実習制度であるが，それが大きな転換を迎えることに

なったのである。つまり，２０１９年４月には，依然として深刻な労働力不足

を背景に，日本滞在時間の延長，さらには定住をも可能とする，新たな在留

資格「特定技能」が創設され，積極的な外国人労働者受け入れへと舵を切り

始めたのである。こうした規制緩和によって，外国人労働者の総数も増加

し，出身国も，かつての中国に代わり，ベトナムが急増し，しだいに東南ア
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ジア各国に拡大している点も近年の特徴といえる。

大島一二・中村哲也・内山怜和・西野真由（２０２０）１）によれば，こうした日

本の外国人労働力に関する制度改正について，「これまで日本においては，

原則として単純労働力の受け入れを認めてこなかった。ただし，現状として

は，前述したように，相当数の外国人が多様な在留資格のもと，実際には労

働力として様々な業種に参入しているのが実態である。このように，日本の

外国人労働力の受け入れ政策は，原則と実態が乖離しており，なかでも技能

実習制度は，海外から人権侵害との批判を受けるなど，多くの問題が発生し

てきた。」と指摘している。

このように，現状の技能実習制度は多くの課題に直面しているため，こう

した問題の緩和と現実の産業界の高まる労働力需要を背景に，より実態に即

した形で，前述の２０１９年の「出入国管理及び難民認定法及び法務省設置法

の一部を改正する法律」の制定に至ったのである。この法改正によって，外

国人労働者数が今後も長期にわたって，増加傾向が続くと予想される。その

ため，今後，①日本は外国人労働力の受け入れについて長期的にどのように

対応していくのか，②単純労働力を制度的にさらに受け入れるのか否か，③

他のアジアの外国人労働力受け入れ国・地域との競合はどうなっていくのか

など，外国人労働力受け入れに関する根本的な方針の確定，さらには，制度

面での整備が，もはや喫緊の課題となっている。

こうした状況の中で，本稿では，ここまで述べてきた問題意識を踏まえ

て，外国人技能実習制度と新設された「特定技能制度」を取り上げ，制度の

変遷の現状と直面する課題を分析し，とくに外国人技能実習制度が抱えるい

くつかの課題に焦点を当てて，その現状と問題点について分析したい。

筆者は，現在，大阪府，岐阜県，神奈川県等で，この技能実習制度の課題

を中心に監理団体を対象とした調査研究を進めている。この調査研究では，

１）大島一二・中村哲也・内山怜和・西野真由（２０２０）「東南アジアにおける日本向
け外国人労働力派遣の現状と課題」『桃山学院大学総合研究所紀要』第４７巻第１
号，２１頁，参照。
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外国人技能実習制度の課題をまとめ，今後外国人労働者を受け入れるにあ

たって，外国人技能実習制度から特定技能実習制度への変化はどのような課

題があるのか，さらに現場の監理団体，企業においてはどのような問題が発

生しているのかについて明らかすることを目的としている。本稿で述べる日

本全国を対象とした制度の変遷の背景，直面している課題の明確化と，この

全国各地での個別調査対象事例における課題の明確化を通じて，日本におけ

る外国人労働力問題の実態と課題を明らかにすることが一連の研究の大きな

目標である。

２．日本における外国人労働者の現状
２．１．日本における外国人の増加

２０２２年末の日本における在留外国人数は３，０７５，２１３人となり，はじめて

３００万人の大台を超えた。前年末の２，７６０，６３５人に比べ，３１４，５７８人

（１１．４％）の大幅増加となったのである。この数値は新型コロナウイルスの

感染拡大期の２０２０年，２０２１年より明らかに増加しており，新型コロナウイ

ルスの感染拡大の影響が収束に向かいつつあることが，日本における外国人

数の増加に影響を与えていることがわかる。

国籍別にみれば，中国７４４，５５１人（構成比２５．１％），以下，ベトナム，韓

国，ブラジル，ネパール，インドネシア，米国，台湾，タイと続いている。

２．２．外国人労働者数と構成

この外国人数の増加とほぼ軌を一にして，２０２２年末では，新型コロナウ

イルスの感染拡大という大きな障害があったにもかかわらず，外国人労働力

の雇用数も増加の趨勢にある。厚生労働省の「外国人雇用状況」に関する資

料によると，２０２２年１０月末時点では外国人労働者の総数は１，８２２，７２５人

（２０２１年１，７２７，２２１人）に達し，前年比で９５，５０４人増加し，届出が義務化

された２００７年以降，過去最高を更新した（第１図参照）。対前年増加率は

５．５％と，前年の０．２％から５．３ポイント増加している。新型コロナウイル
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スの感染拡大の影響を大きく受けていた前年の２０２１年の対前年増加率は

０．２％であったので，増加率が急速に回復していることが明らかである。

国籍から見れば，ベトナムが最も多く４６２，３８４人（外国人労働者数全体

２５．４％）を占め，次いで中国３８５，８４８（同２１．２％），フィリピン２０６，０５０人

（同１１．３％）と続いている。２０２１年からベトナムが中国を上回りもっとも多

くなっているが，その傾向が継続している。また，ベトナムおよびフィリピ

ンは前年より増加しているが，中国は若干減少している。このほか，対前年

で増加率が高かった国は，インドネシア（対前年増加率４７．５％），ミャン

マー（同３７．７％），ネパール（同２０．３％）であった（第２図参照）。

在留資格別では，「身分に基づく在留資格」がもっとも多く５９５，２０７人

（全体の３２．７％）２）であり，次いで「専門的・技術的分野の在留資格」３）が

４７９，９４９人（同２６．３％），「技能実習」が３４３，２５４人（同１８．８％），「資格外

活動」が３３０，９１０人（同１８．２％）の順になっている。対前年増加率では，

２）身分に基づく在留資格とは，「永住者」，「日本人の配偶者等」，「永住者の配偶者
等」，「定住者」の４種があり，活動に制限は設けられていない。

３）専門的・技術的分野の在留資格には，「技術・人文知識・国際業務」，「特定技能」
などが含まれる。

第１図 外国人労働者数の推移

出典：厚生労働省職業安定局「外国人雇用状況の届出状況」（各年１０月末）より作成。
https://toukeigaku-jouhou.info/2019/01/02/graph-foreign-workers-transition/
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「専門的・技術的分野の在留資格」が２１．７％，「特定活動」が１１．３％増加し

ている。その一方，「技能実習」はマイナス２．４％，「資格外活動」のうち

「留学」が３．３％減少している。これらは，前述の「技能実習」制度から

「特定技能」制度への転換，さらには新型コロナウイルスの感染拡大の影響

が現れているものと思われる。増加が著しい「専門的・技術的分野の在留資

格」の中で，特に注目すべきなのは「特定技能」制度による受け入れである。

出入国在留管理庁から発表されている２０２２年１２月末の「特定技能」制度の

受け入れ人数は１３０，９１５人であり，前年同月比で実に２．６倍にもなっている。

「特定技能」制度の国籍別人数では，ベトナムが最も多く７７，１３５人（全

体の５８．９％）であり，次いでインドネシア１６，３２７人（同１２．５％），フィリ

ピン１３，２１４人（同１０．１％）の順となっている。また，対前年同月比では，

インドネシア（対前年同月比４．２倍），ネパール（同３．５倍），フィリピン

第２図 外国人労働者の国籍・地域別比率

出典：「外国人雇用状況」の届出状況【概要版】（２０２２年１０月末現在）より作成。
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/gaikokujin/
todokede/index.html
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（同２．９倍），カンボジア（同２．７倍），ミャンマー（同２．６倍），タイ（同

２．５倍），ベトナム（同２．４倍），中国（同２．４倍）などと，軒並み「急増」

しているのが実態である。

３．外国人研修・技能実習制度の実施と課題
３．１．制度の概要

前述したように，日本の外国人研修・技能実習制度（以下では「技能実習

制度」とする）とは，日本の開発途上国への国際貢献と国際協力を目的とし

て，日本の進んだ技術，技能，知識を外国人が修得することを支援する制度

とされている。しかし，この制度は，すでに述べてきたように日本の労働力

不足問題と密接にかかわって制度上の大きな変化をとげてきた（具体的な展

開を整理したのが第１表である）。

そもそも技能実習制度は，１９６０年代前後から日本企業の海外現地法人な

西暦 事項
１９６０年代 日本企業において，在外研究生の受け入れが開始される。
１９８２年 改正入管法の施行，在留資格「研修」の新設，企業単独型の研修生の

受け入れ開始。
１９８９年７月「外国人研究生にかかわる入国事前審査基準」の実施。中小企業の要求

による受け入れ基準の明確化。
１９９０年６月 出入国管理及び難民認定法の改正（①不法就労助長罪の新設，②定住

者ビザの新設（日系人に在留資格付与），③研修制度の拡充）
１９９１年 財団法人国際研修協力機構（JITCO）の設立
１９９３年 技能実習制度の創設，在留資格「研修＋特定活動」で技能実習期間は

最長２年となる。
１９９７年 技能実習生期間の延長，在留資格「研修＋特定活動」で技能実習期間

は最長３年となる。
２０１７年 技能実習法の施行，外国人技能実習機構の設立，技能実習期間は最長

５年となる。
２０１８年 「出入国管理及び難民認定法及び法務省設置法の一部を改正する法律」

が成立，公布（在留資格「特定技能」の創設等）
２０１９年 外国人技能実習制度の上部制度として特定技能制度創設

第１表 技能実習制度の変遷

出典：JITCOウェブサイトの記事をもとに筆者作成。
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どにおいて社員教育の一環として行われてきた，いわゆる外国人研修制度が

起源とされている。１９６０年代以降，製造業を中心とした日本企業の海外拠

点展開の進展に伴い，特に開発途上国に進出した企業においては，当該現地

法人や現地産業への技術移転を目的として，社会貢献活動の一環として外国

人研修生を受け入れてきた。

しかし，１９７０年代中頃から，コスト面や組織体制維持の面での受け入れ

が難しくなったため，一部の企業は日本政府へ支援を要請する動向が発生し

た。政府はこの要請に基づいて外郭団体を設立し，国が人材・資金・情報面

でバックアップするとともに，産業界が協力して国際貢献活動を進めていく

体制が構築された４）。

この一方，中小企業においては，海外現地法人を持たない企業が多かった

ため，中小企業団体が窓口となり，中国等からの研修生の受け入れを独自に

行うケースが出てきた。

１９８０年代の好況期からバブル経済の崩壊による不況に至るまで，日本経

済は内需拡大による好景気に支えられた結果，大きな経済発展を遂げた。こ

の時期において，日本経済，とくに製造業，建設業の大きな発展は，労働力

不足問題を急速に顕在化させた。その状況に対応するために，外国人労働者

を受けいれることが提言され，「研修制度」の創設が有効的な方法になると

考えられたのである５）。

外国人研修生の受け入れが進んでいく中で，１９８２年には入管法の改正に

より，新たな在留資格「研修」が新設され，企業単独型による受け入れが開

始された。また，１９９０年には団体監理型による外国人研修生の受け入れが

開始され，研修を目的として来日する外国人は増加していったのである。

研修制度が発展，拡大し，１９９３年から現在の技能実習制度が創設され，

実習生は，在留資格「研修」により，１年間研修を受けた後，研修で従事し

４）（一般）自治体国際化協会「外国人技能実習制度に関する人材送出しの現状と課
題報告書」（２０２１．２．２２）第５０６，５頁より引用。

５）グェン・テイ・ホアン・ザー（２０１３）「外国人研修制度・技能実習制度とベトナ
ム研修生」『佛教大学大学院紀要 社会学研究科篇』第４１号 ２０頁。
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た同一の機関との雇用関係の下で，在留資格「特定活動」により，１年間技

能実習に従事できるようになった。さらに１９９７年には，実習期間が従来の

１年から２年へと延長されることにより，技能実習生の滞在年数は，研修１

年間，技能実習２年間の合計３年間と延長された。

こうした技能実習生の増加と滞在期間延長により，外国人研修・技能実習

制度は徐々に日本社会に定着していったが，研修生や実習生の受け入れ先企

業等の一部には，制度の本来の目的を十分に理解せずに実質的な低賃金労働

者として取り扱うところも少なくなく，また，受け入れ企業等に対する指導

監督が不十分な監理団体が存在するなど，実習生の労働環境，労働条件等に

おいてしだいに深刻な問題点が指摘されるようになった６）。ここで特に問題

となったのは，劣悪な就業環境，低賃金，転職の自由が認められていないこ

と等による失踪の増加などであった。

上記のような問題に対処するため，２００９年には入管法改正により在留資

格「技能実習」が創設され，それまでの１年間の研修期間が廃止され，技能

実習期間は最長３年となった。また，所定の講習を受けた後に，雇用契約の

下で技能等の習得活動を行うこととなり，労働関係法令が適用されることに

なった。

技能実習生制度が拡大・定着するに伴って，監理団体や実習実施者の義

務・責任が不明確であり，また，実習体制が十分に整備されておらず，実習

生の保護体制，所管省庁等の指導監督体制も不十分であるという問題が社会

から指弾されることに至った。ついに，２０１７年１１月１日には，「技能実習

の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律」（以下「技能実習法」と

いう）が施行された。これまでは入管法とその省令を根拠法令として技能実

習が実施されてきたが，本法律が技能実習制度の基本法として制定され，新

たな内容で開始されることとなったのである。制度の大きな変更点として

は，開発途上国等の経済発展を担う「人づくり」に寄与するという技能実習

制度の趣旨を徹底するため，技能実習が適正に実施されるよう管理監督体制

６）前掲注４）６頁より引用。
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を強化するとともに，実習生の保護等を図る内容となった。具体的には，技

能実習計画を認定制とするとともに，実習実施者は届出制，監理団体は許可

制となり，新設された認可法人外国人技能実習機構がこれらの業務を管理・

指導していくことになった７）。

一方で，優良な監理団体・実習実施者に対しては，これまでの最長３年の

実習期間が最長５年まで認められるなど，実習期間の延長が可能になるとと

もに，受け入れ人数枠の拡大などの制度の拡充も図られた。また，実習生に

対する人権侵害等については，禁止規定や罰則規定を制定するなど，実習生

の保護が強化された。上述のように，外国人技能実習制度は１９９３年の導入

以降，前述したA論，B論の双方に配慮しつつ，制度変更が繰り返されなが

ら，徐々にA論の方向に拡大され，滞在期間も延長されたことから実習生数

の増加も顕著となっていった。これは言うまでもなく，日本社会における少

子高齢化の深化による慢性的な労働力不足が背景にあると考えられる。

３．２．技能実習制度の現状

前節（３．１．）では，外国人技能実習制度の歴史的な展開について概観して

きたが，ここでは，外国人技能実習制度の現状を確認する。

そもそも技能実習制度は，これまでの経緯からも理解できる通り，本来は

発展途上国への国際協力に主眼が置かれた制度であった。しかし，日本の労

働力不足の深化という状況の下で，徐々に，この制度の本質的な目的である

労働力の確保という目的が顕在化し，労働力不足への対応という性格がより

強化されざるを得なくなったとみるべきであろう。こうして，前述の通

り，２０１０年には，入管法が改正され，新しい在留資格として「技能実習」

が設けられ，日本人と同等以上の賃金の支給（最低賃金の遵守），雇用契約

の締結などが必要とされるに至った。つまり，国際貢献を目的とした「研

修」生としての身分から，外国人労働者としての性格が全面的に重視される

に至ったのである。

７）前掲注６）。
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第３図は技能実習生数の推移を示したものである。この図によれば，２０００

年代に研修生から実習生に移行し，その後２０１０年代に急速に在留者数を増

加させ，２０１９年にほぼピークに達したことがわかる。そして２０２０年代に入

ると新型コロナウイルスの感染拡大と前述した制度改革（「特定技能制度」

の新設）によって減少に転じている。

２０２２年末の技能実習生数は，３２４，９４０人で，国籍別にはベトナムがもっと

も多く１７６，３４６人（５４．３％）となっている。以下，インドネシア４５，９２９人

（１４．１％），フィリピン２９，１４０人（９．０％），中国２８，８０２人（８．９％），その他

が１３．８％を占める。

第３図 技能実習生数の推移

出典：法務省「外国人技能実習制度について」から作成。
外国人技能実習制度について｜厚生労働省（mhlw.go.jp）
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このうち，ベトナムは近年増加傾向にあり，５４．３％と過半に達しており，

この一方，かつて一貫して多数を占めていた中国は，２０１９年の２２．１％から

８．９％に急落している。これは中国の急速な経済発展に基づく所得向上が大

きな要因であるが，一人っ子政策によって海外への渡航を希望する若年層が

減少していることも要因の一つとしてあげられよう。とはいえ，すでにベト

ナムにおいても経済発展による所得上昇により派遣労働者の募集難の発生が

伝えられており，ベトナムへのシフトも一時的なもので，今後は東南アジア

のより発展程度の低い国へのシフトが増加する可能性が高いと考えられる。

３．３．技能実習生の受け入れ体制

外国人技能実習制度は，実施主体により，①企業単独型，②団体監理型の

２種類に大別される。このうち①の企業単独型とは，日本の企業等が海外の

現地法人，合弁企業や取引先企業の職員を受け入れ，自ら技能実習を実施す

るものである。これにたいして，②の団体監理型は，商工会や中小企業団体

等の営利を目的としない団体（監理団体）が技能実習生を受け入れ，傘下の

企業等（実習実施機関）が技能実習を実施する仕組みである。主流は，②の

団体監理型による受け入れである。法務省データによると，２０２２年では，

団体監理型が９８．３％を占めている８）。

すでに述べたように，歴史的には各企業内の既存の実習制度を応用した，

一つの企業内で完結する技能実習の仕組みが存在していた。具体的に言え

ば，大企業が進出先の途上国で採用した社員を日本に招くようなケースであ

る。現地の社員を日本に来させて技術を修得させ途上国の子会社で活躍させ

るシステムである９）。この企業単独型の対象者については，以下のような条

件を満たす必要がある。

① 日本の企業・機関の外国に所在する事業所の職員であること。

８）出入国在留管理庁出国在留管理庁（２０２２）「技能実習制度又は特定技能実習制度
の現状について」による。

９）前述したように，一つの企業内で，日本の本社と海外子会社の間で労働者の往
来・交流を行い，技能の移転を行うという仕組みである。これが「外国人技能実
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② 日本の企業・機関と法務省令で定める事業上の関係を有する外国の企

業・機関の在外事業所の職員。

③ 海外の支店，子会社又は合弁企業の職員で，転勤，又は出向する者。

また，外国人技能実習制度の実施主体であるが，第４図のように，基本的

に現地（派遣国）の送り出し機関が選抜，教育した実習生を受け入れること

となるが，団体管理型は日本側の「監理団体」が管理を実施するシステムと

なっている。

また，各受け入れ企業の人数枠であるが，以下のように実習生人数が当該

企業の従業員数に比して過大な人数とならないように定められている（第２

表参照）。

習」制度の原形である「企業単独型」技能実習である。実施にあたっては以下の
条件が必要となる。つまり，①団体管理型外国で同種業務に従事した経験などが
あること【上陸基準省令「１号口」第４号】，②国籍国又は居住国の公的機関に
よる推薦があること【上陸基準省令「１号口」第５号】である。

送
出
機
関（
現
地
法
人
）

実

習

実

施

機

関

自社で実習実施など全て行い，
監理する必要がある

監
理
団
体

技能の修得と日本での
生活支援

送出

機関

第４図 外国人技能実習制度の実施主体

出典：出国在留管理庁「技能実習制度又は特定技能実習制度の現状について」から筆者作成。
https://www.jitco.or.jp/ja/regulation/
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３．４．特定技能１号・２号の新設

前述したように，政府は深刻な労働力不足に対応するために，２０１９年４

月に，改正出入国管理・難民認定法を施行し，特定技能１号と特定技能２号

という新しい在留資格を新設した。この改正法の特徴は，今までは許容しな

基本人数枠

実習実施者の常勤の職員の総数 技能実習生の人数
３０１人以上 常勤職員総数の２０分の１
２０１人～３００人 １５人
１０１人～２００人 １０人
５１人～１００人 ６人
４１人～５０人 ５人
３１人～４０人 ４人
３０人以下 ３人

人数枠（団体監理）

通常の者 優良基準者
第１号（１年間） 第２号（２年間） 第１号（１年間） 第２号（２年間） 第３号（２年間）
基本人数枠 基本人数枠の２倍 基本人数枠の２倍 基本人数枠の４倍 基本人数枠の６倍

人数枠（企業単独型）

企業
通常の者 優良基準者

第１号
（１年間）

第２号
（２年間）

第１号
（１年間）

第２号
（２年間）

第３号
（２年間）

出入国在留管官及厚生労
働大臣が継続的で安定的
な実習を行わせる体制を
有すると認める企業

基本人数枠 基本人数枠
の２倍

基本人数枠
の２倍

基本人数枠
の４倍

基本人数枠
の６倍

上記以外の企業 常勤職員総
数の２０分の１

常勤職員総
数の１０分の１

常勤職員総
数の１０分の１

常勤職員総
数の５分の１

常勤職員総
数の１０分の３

第２表 技能実習生の人数枠

（注）常勤職員数には，技能実習生（１号，２号及び３号）は含まれない。

（注）①団体監理型・企業単独型ともに，下記の人数を超えてはならない。（１号技能実習生：
常勤職員の総数，２号技能実習生：常勤職員数の総数の２倍，３号技能実習生：常勤職員
数の総数の３倍）。②特有の事情のある職種については，事業所管大臣が定める告示で定め
られた人数とする。③やむを得ない事情で他の実習実施者から転籍した技能実習生を受け入
れる場合，上記の人数枠と別に受け入れることを可能とする。
出典：法務省「外国人技能実習制度について」から筆者作成。
https://www.jitco.or.jp/ja/regulation/
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かった単純労働分野でも外国人労働者を正式に受け入れることが可能となっ

たことである。つまり，前述のA論の性格がより重視されるようになったと

考えられる。

この特定技能１号と２号は，（１）対象技能水準，（２）対象業種，（３）日本

に滞在できる期間が異なる。その詳細はつぎのとおりである。

現行の在留資格 新たに創設する在留資格

「高度専門職（１号・２号）」

「教授」

「技術・人文・国際業務」

「介護」

「技能」等

「特定技能２号」

「特定技能１号」

「技 能 実 習」

第５図 就労が認められる在留資格の技能資格，高度専門職（１号．２号）

出典：出入国在留管理庁「技能実習制度及び特定技能制度の現状について」より筆者作成。
https://www.moj.go.jp/isa/content/001385692.pdf
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３．４．１．対象技能水準

特定技能１号が，相当程度の知識又は経験と技能を要する業務に従事する

外国人労働者に発給される在留資格であることに比べて，特定技能２号は，

熟練した技能を要する業務に従事する外国人向けに発給する在留資格であ

る。原則として特定技能１号の修了者が試験に合格すると特定技能２号の資

格取得が可能になる（第５図参照）。

特定技能２号は一定の技能水準と日本語能力が必要となり，在留期間は最

長で５年間である。在留期間の更新や家族帯同も可能になる。

３．４．２．対象業種

特定技能１号の対象業種は，建設業，造船・舶用工業，自動車整備業，航

空業，宿泊業，介護業，ビルクリーニング業，農業，漁業，飲食料品製造

業，外食業，素形材産業，産業機械製造業，電気・電子情報関連産業の１４

業種であることに比べて，特定技能２号の対象業種は，当初は建設業と造

船・舶用工業の２業種のみであったが，後述するように，現在１号と同等の

業種に拡大されることが検討されている。

２０２２年９月末時点で，特定技能１号の資格で在留する外国人の総数は

１０８，７０２人で１０），国・地域別内訳は，ベトナム６４，６６８人，インドネシア

１２，８０９人，フィリピン１０，９４７人，中国７，５１３人，ミャンマー４，９８７人，カ

ンボジア２，３２４人，タイ２，１５３人，ネパール１，８４７人，その他１，４５４人と

なっている（第３表参照）。分野別では，飲食料品製造業が最も多く，

３３．０％を占めており，素形材・産業機械・電気・電子情報関連製造業

２０．９％，農業１３．１％などが続く（第４表参照）。

３．４．３．日本に滞在できる期間

現行法規では，特定技能１号が通算５年までしか日本に滞在できない在留

１０）出入国在留管理庁「技能実習制度及び特定技能制度の現状について」より筆者作成。
https://www.moj.go.jp/isa/content/001385692.pdf
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資格であるのに対して，特定技能２号は日本滞在の期間に制限がない。した

がって，現状（２０２３年８月現在）では，建設業と造船・船舶工業の２業種

以外の１２業種で働いてきた外国人労働者は，特定技能１号が終了すると本

国に帰国しなければならないことになるが，前述のように，一定の技術を有

する労働力の不足が深刻な業界を中心に，この範囲の拡大を求める意見が多

く提出され，１号とほぼ同様の業種に拡大される模様である。

特定技能１号と２号の在留資格を取得した外国人労働者の受け入れが可能

な業種は，人材を確保することが困難な状況にあるため，外国人により不足

する人材の確保を図るべき業種に制限されているものの，受け入れ可能な業

種は入管法ではなく，法務省令で定められるので，今後，深刻な人手不足が

発生したことが認められれば，省令改正により他の業種にも広がっていく可

能性がある。こうして，実質的に一定の技術を有する外国人労働者のいわゆ

る「移民」が定式化されたことになる。

第５表は，技能実習制度と特定技能制度の比較を行ったものである。これ

によれは，以前から指摘されてきた技能実習制度の課題を修正し，より日本

ヘの定住が促進されていることが理解できよう。

国籍・地域 ベトナム インドネシア フィリピン 中国 ミャンマー カンボジア タイ ネパール その他
在留数 ６４，６６８ １２，８０９ １０，９４７ ７，５１３ ４，９８７ ２，３２４ ２，１５３ １，８４７ １，４５４
構成比 ５９．５ １１．８ １０．１ ６．９ ４．６ ２．１ ２．０ １．７ １．３

第３表 国籍・地域別特定技能実習在留外国人数（人，％）

出典：出国在留管理庁「技能実習制度又は特定技能実習制度の現状について」より作成。
https://www.moj.go.jp/isa/content/001385692.pdf

分野 介護 ビルク
リーニ
ング

素形材・産業機械・
電気・電子情報関連
製造業

建設 造船・
舶用工
業

自動車
整備業

航空 宿泊 農業 漁業 飲食料品
製造業

外食業

在留数 １３，２５４ １，４６３ ２２，７１９１０，５５５ ３，６０９ １，４１２ １１４ １８２１４，２２６ １，３３１３５，８９１ ３，９４６

構成比 １２．２ １．３ ２０．９ ９．７ ３．３ １．３ ０．１ ０．２ １３．１ １．２ ３３．０ ３．６

第４表 特定産業分野別特定技能在留外国人数（人，％）

出典：出国在留管理庁「技能実習制度又は特定技能実習制度の現状について」より作成。
https://www.moj.go.jp/isa/content/001385692.pdf
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技能実習制度（団体管理型） 特定技能制度（１号）
関係法令 外国人技能実習生の適正な実施

及び技能実習生の保護に関する
法律／出入国管理及び難民認定
法

出入国管理及び難民認定法

在留資格 在留資格（技能実習） 在留資格（特定技能）
在留期間 技能実習１号：１年以内，技能

実習生２号：２年以内，技能実
習生３号：２年以内（合計で最
長５年）

通算５年

外国人の技能水準 なし 相当程度の知識又は経験が必要
入国時の試験 なし（介護職種のみ入国時N４

レベルの日本語能力要件あり）
技能水準，日本語能力水準を試
験などで確認（技能実習２号を
良好に修了した者は試験など免
除）

送出機関 外国政府の推薦又は認定を受け
た機関

なし

監理団体 あり（非営利の事業協同組合等
が実習実施者への監査その他の
監理事業を行う。主務大臣によ
る許可制）

なし

支援機関 なし あり（個人又は団体が受け入れ
機関からの委託を受けて特定技
能外国人に住居の確保その他の
支援を行う。出入国在留管理庁
長官による登録制）

外国人と受け入れ
機関のマッチング

通常監理団体と送出機関を通し
て行われる

受け入れ機関が直接海外で採用
活動を行い又は国内外のあっせ
ん機関等を通じて採用すること
が可能

受け入れ機関の人
数枠

常勤職員の総数に応じた人数枠
あり

人数枠なし（介護分野，建設分
野を除く）

活動内容 技能実習計画に基づいて，講習
を受け，及び技能等に係る業務
に従事する活動（１号）技能実
習計画に基づいて技能等を要す
る業務に従事する活動（２号，
３号）（非専門的・技術的分野）

相当程度の知識又は経験を必要
とする技能を要する業務に従事
する活動（専門的・技術的分
野）

転籍・転職 原則不可。ただし，実習実施者
の倒産等やむを得ない場合
や，２号から３号への移行時は
転籍可能

同一の業務区分内又は試験によ
りその技能水準の共通性が確認
されている業務区分間において
転職可能

第５表 技能実習制度と特定技能制度の制度比較

出典：出入国在留管理庁「技能実習制度及び特定技能制度の現状について」から筆者作成。
https://www.moj.go.jp/isa/content/001385692.pdf
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４．外国人技能実習制度の課題
４．１．過大な派遣手数料問題

ここまで述べてきたように，技能実習制度については，さまざまな問題が

指摘されているが，そのうち主なものを検討しよう。まず，外国人研修生・

技能実習生の逃亡・失踪問題である。外国人研修・技能実習制度が前述した

A論としての性格を強めることによって，大きな問題が顕在化してきた。そ

れが，１９９０年後半から社会問題となってきた「研修生・技能実習生の逃亡・

失踪問題」である。前述したように，研修生・技能実習生の研修場所および

就労場所は受け入れ企業に限定されており，基本的に３～５年間の期間内に

おいては，より待遇のよい職を求めて転職等を行うことはできない。資格外

活動とみなされ，在留許可が取り消されることになる。さらに「これらの層

が不法就労化し，犯罪の温床となる」と指摘している先行研究もある（佐野

（２０２１）など）１１）

こうした問題を背景に，法務省は，２０２２年までに失踪し，その後，出入

国管理・難民認定法などの容疑により摘発された技能実習生を対象とした失

踪動機の聞き取り調査を行っている。この調査によれば，摘発された容疑者

は９，００６人であり，技能実習生総数に占める失踪者数の比率は平均２．０％で

あった。国別ではベトナム，中国，カンボジアの順に多い。

また２０１３年以降の失踪者の推移を示したものが第６表であり，第７表は

各国の実習生総数に占める失踪者の比率を示したものである。

これによれば，技能実習生の失踪者数は２０１８年に９，０５２人とピークに達

したのち，２０１９年以降減少傾向にあったが，２０２２年には増加傾向にある。

国・地域別にみると，ベトナムの占める比率が５４．５％と高いが，技能実

習生総数に占める比率では０．２％と高くない。それに対してカンボジア

５．６％，ミャンマー２．６％と，全体平均を上回っている。

では，なぜ技能実習生の失踪はおきてしまうのであろうか。いくつかの先

行研究等では入国前に送り出し機関に支払われる多額の手数料負担問題が指

１１）佐野哲（２０２１）「外国人研修・技能実習制度の構造と機能」日本労働研究機構１９頁。
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摘されている。

２０１３年 ２０１４年 ２０１５年 ２０１６年 ２０１７年 ２０１８年 ２０１９年 ２０２０年 ２０２１年２０２２年
上半期

総数 ３，５６６ ４，８４７ ５，８０３ ５，０５８ ７，０８９ ９，０５２ ８，７９６ ５，８８５ ７，１６７ ３，７９８

ベトナム ８２８ １，０２２ １，７０５ ２，０２５ ３，７５１ ５，８０１ ６，１０５ ３，７４１ ４，７７２ ２，７８６

中国 ２，３１３ ３，０６５ ３，１１６ １，９８７ １，５９４ １，５３７ １，３３０ ９６４ ８９６ ３６１

カンボジア ─ ─ ５８ ２８４ ６５６ ７５８ ４６２ ４９４ ６６７ ３６７

ミャンマー ７ １０７ ３３６ ２１６ ４４６ ３４５ ３４７ ２５０ ４４７ １４６

インドネシア １１４ ２７６ ２５２ ２００ ２４２ ３３９ ３０７ ２４０ ２０８ ５６

タイ ６４ ５０ ３４ ３７ ９５ ８２ ６１ ６２ ７４ ２６

フィリピン ５２ ５６ ８８ ９１ ８９ ６５ ８５ ４８ ４７ ２０

モンゴル ３９ ２９ ３６ ３１ ３１ ３８ ４２ ３６ ３１ １８

バングラデシュ ─ ─ ─ ─ ─ １９ １７ １３ １ １

ラオス ─ ─ ─ ─ ─ １４ １６ ３ ８ ３

その他 １４９ ２４２ １７８ １８７ １８５ ５４ ２４ ３４ １６ １４

第６表 技能実習生の失踪者数の推移（２０１３年～２０２２年上半期）

（注１） 失踪者数は，在留資格「技能実習」をもって日本在留中に，監理団体等から外国人
技能実習機構に対し，「行方不明」となった旨の技能実習実施困難時届出書が提出さ
れた者を集計したもの（技能実習終了後に，帰国困難等の理由により他の在留資格へ
変更となった者は含まない。）。

（注２）「カンボジア」は２０１５年分から，「バングラデシュ」及び「ラオス」は２０１８年分から集
計方法を見直したため計上が可能となったものである（それ以前の「カンボジア」，「バン
グラデシュ」及び「ラオス」の数値については，「その他」として集計していたため計上でき
ない。）

出典：法務省（技能実習生の失踪者数の推移（平成２５年～令和４年上半期））より作成

国籍・地域 ベトナム インドネシア 中国 フィリピン ミャンマー カンボジア タイ モンゴル その他

技能実習生人数 ２８４，１４８ ５７，３９２ ５１，３９５ ３９，２８９ ２３，２６９ １４，６８６ １２，４３１ ３，１９６ ５，３４８

構成比 ５４．５ １２．６ １１．３ ８．６ ５．１ ３．２ ２．７ ０．７ １．２

技能実習生人数
に占める失踪人
数の比率

０．２ ０．６ １．７ ０．２ ２．６ ５．６ ０．６ １．７ １．３

第７表 技能実習生失踪状況と当該国の実習生総数に占める比率

（注）技能実習生総数は４９１，１５４人。
出典：出国在留管理庁「技能実習制度又は特定技能実習制度の現状について」から筆者作成。
https://www.moj.go.jp/isa/content/001385692.pdf
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たとえば，アメリカ国務省人身取引監視対策部１２）は，その主要な要因とし

て，外国に拠点を持つ労働者募集機関（送り出し機関）による過剰な金銭徴

収があり，その徴収の阻止を日本政府が十分に実施しなかった問題を指摘し

ている１３）。

また，アメリカ国務省人身取引監視対策部は，２０２１年７月１日１４）にもほぼ

同様の指摘を行っている１５）。

山口裕子（２０２０）は，人権侵害を被りながらも技能実習生が劣悪な実習環境

から逃れられない背景要因の一つに，来日前から始まる債務奴隷化があると

指摘する。つまり技能実習生は来日前に祖国の送り出し機関に斡旋料や事前

研修費を支払うが，その費用は高額で借金を余儀なくされるケースが多いと

指摘している。

たとえば，ベトナム政府は仲介業者の合法的な徴収手数料額を，技能実習

期間に応じて１，２００米ドル（１年間）～３，６００米ドル（３年間）と規定して

いるが，実際には渡航前にかかる費用は約１００万円で，平均年収の４～５年

分に相当し，この規定額を大幅に上回っているという（巣内尚子（２０１９））。

しかも，こうした高額な手数料問題を解決するために，日本政府が実施で

１２）U.S. Department of State（２０２２）「Trafficking in Persons Report」
１３）アメリカ国務省人身取引監視対策部は，以前から繰り返し人身取引報告書におい

て，日本の技能実習制度の問題を指摘してきたが，２０２０年６月２５日には，同報
告書において，技能実習制度の下での日本国内の移住労働者の強制労働が依然と
して報告されたにもかかわらず，当局は技能実習制度における人身取引事案を１
件も認知しなかったこと，借金を理由に技能実習を強要する主な要因の一つは，
外国に拠点を持つ労働者募集機関による過剰な金銭徴収であるところ，その徴収
の阻止を目指した法的審査手続を政府が十分に実施しなかったこと等を指摘し，
同年の日本に対する評価を第２階層に降格させた。

１４）U.S. Department of State（２０２１）「Trafficking in Persons Report」
１５）同報告書においては，外国を拠点とした人身取引犯や国内の人身取引犯が日本の

技能実習制度を引き続き悪用したことを指摘し，日本政府は，技能実習制度の下
で，日本国内の移住労働者の強制労働が依然として報告されたにもかかわらず，
またもや技能実習制度における人身取引事案や被害者を積極的には１件も認知し
なかったとして，日本に対する第２階層という評価を維持した。同報告書におい
ては，技能実習制度における日本政府と送り出し国との協力覚書は，外国に拠点
を持つ労働者募集機関による技能実習生からの過剰な金銭徴収を防止する上で効
果を発揮しておらず，募集を行う者と雇用主に対して，日本政府は，虐待的な労
働慣行と強制労働犯罪についての責任を課さなかったと指摘されている。

日本の外国人労働力受け入れ制度の変遷と課題 ２３



きる施策は，対象が海外に存在する送り出し組織であるため限定されている

という。この要因として，日本政府が技能実習制度を労働者の受け入れと認

めていないため，法的な拘束力が弱いという問題がある。たとえば，カンボ

ジアと日本の間では２０１７年に技能実習に関する協力覚書が締結され，適切

な送り出し機関の選定と日本側の認定，手数料の算出基準を明示することな

どが定められた。だが，カンボジア側には日本への渡航にかかる斡旋料に関

する法定が存在しないとの報告もある（安里（２０１９））。同様の事態は，イン

ドネシア，中国にもみられ，送り出し国内の斡旋業者については実質的に日

本政府の有効な規制がないのが現状である。

この問題について，第８表は主要送り出し国における派遣に伴う技能実習

生の負担金額を示したものである。

これによれば，２０２１年でもベトナム，ミャンマーなどで手数料はかなり

高額であり，当然，派遣される実習生には大きな経済的負担となろう。さら

に，送り出し機関が手数料以外に，応募者から高額な保証金を徴収する問題

も存在するという（グェン・テイ・ホアン・ザー（２０１３））。

送出機関の種類 送り出し国

ベトナム インドネシア フィリピン ミャンマー

国営 ４４～５０万円 １５～２０万円 研修費用等の各
名目で１０～２０万
円？

─

民間（自社募集）５０～６０万円 ２０～４０万円 ３０～４０万円

民間（仲介媒介）６０～９０万円 ５０万円～

上限額に関する
規定等

あり
（３，６００USD）

なし，３，５００万ル
ピア（約６万円）

あり
（徴収禁止）

あり
（２，８００USD）

技能実習生数
（２０２２年）

２４８，１４９人 ５７，３９２人 ３９，２８９人 ２３，２６９人

（参考）EPS ３６．５万円 ３５．４万円 ２０万円 ２３．８万円

第８表 主要送出国からの派遣に伴って技能実習生が負担する金額（２０２１年）

（注１）EPSとは韓国雇用許可制における労働者が負担した手数料等の合計。韓国政府による
調査結果に基づく。*行政指導に基づく。
（注２）２０２１年末の在留技能実習生と２０２２年に新規入国した技能実習生の合計人数
出典：是川夕（２０２２）「日本に向けた国際労働移動の現状 ─誰が日本を目指すのか─」『外
国人雇用協議会２０２２年シンポジウム』より作成。
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このように，入国前の借金は非常に大きな課題であり，相手国に対し，継

続的な対応と協議を通じて，悪質な送り出し機関を排除するよう求めるとと

もに，公正かつ適正な送り出し機関を選択できるよう制度整備を行うことも

重要であると考えられる１６）。

４．２．斡旋詐欺問題と不十分な事前研修

次に，在留資格の監理および労働法の運用に関連する大きな問題として

「斡旋詐欺問題」が指摘されている。具体的には，日本企業側が希望する人

材の基準と比較して，その基準を満たさない技能実習者が送り出されている

ことをさす１７）。基準を満たさない点としては，例えば，日本語能力および基

礎学力の問題が多く，来日後も日本語能力の低さから日本の生活や職場の仕

事に適応することが難しく，しばしば失踪を助長するという事例がみられる

という。つまり，問題として技能実習生の送り出し機関の選定，資格認定，

派遣前教育が不十分で，受け入れ企業側の要望を満たしていないことがトラ

ブルの原因となっているという。

これらの問題に対して，規則では，監理団体により不正行為の報告不履行

や，行方不明者が多発した場合のペナルティーとして，３年間の受け入れ停

止措置を当該監理団体に対して科すなどの対策が講じられているが，問題の

根絶にはいたっていない（グェン・テイ・ホアン・ザー（２０１３））。

１６）過大な手数料の徴収の防止や悪質な送り出し機関の排除や送り出し機関の適正化
に向けて，新たな制度においても，相手国との間で実効的な二国間取決め
（MOC）を作成するなど，外国人材の適正な受け入れに関する国際的な取組を強
化する方向で検討すべきであり，新たな制度において，日本政府は日本の外国人
労働者受け入れ政策等との整合性を前提とし，それぞれの業界特有の事情を踏ま
えつつ，産業政策等の観点に立って，受け入れ企業等が負担するコストに留意し
ながら，より良い受け入れを後押しする役割を担う方向で検討すべきであろうと
いう意見も提起されている。

１７）また，送り出し機関が不正常な手数料を受け取り，本来資格のない者を技能実習
生として送り出す問題もしばしば指摘されている。
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４．３．労働基準法令違反事例

張紀潯・張一成（２０２０）の「外国人技能実習制度とその課題」によれば，

技能実習生に対する在留管理と労働法の適用には問題がみられるという。例

えば，米国務省『人身取引報告書 ２００８』によれば，日本の技能実習制度は

強制労働につながる人身売買の隠れ蓑として利用されているが，日本政府は

これを取り締まる意思を持っていないと報告されている。

こうした指摘に対して，日本政府は技能実習生の実習実施者，つまり受け

入れ企業を対象に毎年調査を行い，調査の状況を発表している（第９表参

照）。調査は全国の労働基準監督機関が行うもので，受け入れ企業に対して，

どのような問題があるのか，どれだけの指導監督を行ったのか，労働基準法

令に違反しているのかを詳しく調査している。２０２２年度において，全国の

労働基準監督機関において，実習実施者に対して９，８２９件の監督指導を実施

し，その７３．７％に当たる７，２４７件で同法令違反が認められたという１８）。こ

れは前年の６，５５６件にたいして６９１件増加しており，５年連続で過去最多を

示している。

法令違反内容としては「安全基準作業の安全配慮が不十分」が２，３２６件

（２３．７％）であり，次いで残業代などの「割り増賃金の支払い」１，６６６件

（１６．９％），「健康診断結果についての医師等からの意見聴取」が１，５８３件

（１６．１％），「労働時間」が１，５４５件（１５．７％）と続いている１９）。繰り返しの

指導を受けても改善が見られない事例など，送検されてしまった悪質なケー

スも２１件に達したという。中には時間外や休日労働が月１１０時間を超過し

た事例，朝礼時間のあとにタイムカードで打刻させた事例なども見られてい

る２０）。こうした労働基準法令違反は当然のことながら失踪等を助長する可能

性が高い。

この第９表に見られるように，技能実習生の労働条件について法令違反が

１８）「外国人技能実習生の実習実施者に対する令和４年の監督指導，送検等の状況を
公表します」厚生労働省 https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_34487.html

１９）同上。
２０）同上。
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見られる事業所ではその多くが複数の項目を違反している。技能実習生に関

する労働基準法などの関係法令違反の問題は，単純に法令の遵守に関わる問

題でなく，「技能実習生」の人権問題として捉えることができ，深刻な問題

である。

経済同友会は，２０１８年１２月に「特定技能」の在留資格を創設する改正入

管法が成立したことを受け，２０１９年１月，「持続的成長に資する労働市場改

革 ─ハイブリッド型雇用と外国人材の活躍推進に向けて舵をきる─」を発

表した２１）。この中では，技能実習制度において，転職が認められていないこ

２１）広報誌『経済同友』委員長インタビュー記事（２０１９年２月号）。

主な業種 監督指導実施事
業場数

違反事業場数
（違反率）

主な違反事項

機械・金属 ３，０００ ２，０２３
（６７．４％）

安全基準
８５７（２８．６％）

衛生基準
６３３（２１．１％）

労働時間
４３９（１４．６％）

食料品製造 １，４７９ １，０７２
（７２．５％）

安全基準
５１３（３４．７％）

労働時間
２８０（１８．９％）

医師等からの
意見聴取
２０９（１４．１％）

繊維・衣服 ４６６ ３１８
（６８．２％）

年次有給休暇
９７（２０．８％）

割増賃金の支払
８２（１７．６％）

医師等からの
意見聴取
７７（１６．５％）

建設 １，８５３ １，５４２
（８３．２％）

割増賃金の支払
５２１（２８．１％）

年次有給休暇
４０４（２１．８％）

医師等からの
意見聴取
３７５（２０．２％）

農業 ２４９ １８６
（７４．７％）

賃金の支払
６５（２６．１％）

年次有給休暇
４５（１８．１％）

安全基準
３９（１５．７％）

＜参考＞
全業種

９，８２９ ７，２４７
（７３．７％）

安全基準
２，３２６（２３．７％）

割増賃金の支払
１，６６６（１６．９％）

医師等からの
意見聴取
１，５８３（１６．１％）

第９表 主な業種に対する監督指導状況

（注１）「主な業種」は，技能実習の計画認定件数が多い５職種（機械・金属関係職種，食料
品製造関係職種，繊維・衣服関係職種，建設関係職種，農業関係職種）に関連する業種につ
いて取りまとめたものである。
（注２）「主な業種」の内訳は以下のとおり。機械・金属・・・鉄鋼業，非鉄金属製造業，金属製品
製造業，一般機械器具製造業，電気機械器具製造業，輸送用機械等製造業 食料品製
造・・・食料品製造業 繊維・衣服・・・繊維工業，衣服その他の繊維製品製造業 建設・・・土
木工事業，建築工事業，その他の建設業 農業・・・農業，畜産業。
出典：「外国人技能実習生の実習実施者に対する令和４年の監督指導，送検等の状況を公
表します」厚生労働省 https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_34487.html
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とによる技能実習生の失踪の多発，零細企業を中心とした最低賃金以下での

雇用，日本での実習内容と帰国後の仕事のミスマッチ等の問題があることが

指摘され，さらにその要因として，制度の本来の目的と実際の運用が乖離し

ていることが指摘された。

経済同友会は，このような状況を受け，技能実習制度については，実習の

ニーズの状況を踏まえ，廃止も視野に入れた制度の見直しが必要であると

し，労働者受け入れを目的とした「新たな在留資格」と技能実習制度は接続

させず，それぞれ独立した制度として運用すべきであるとし，外国人材の円

滑な受け入れに関しては，一連のプロセスにおける国の直接関与や，実効性

のある監理の仕組みが不可欠であるとして，送り出し国との二国間協定の締

結，送り出し国でのリクルーティングから受け入れ，受け入れ機関における

労働基準法等の法令遵守の徹底，在留期間中に転職する場合の対応，帰国支

援等の業務を国（政府）が直接行うべきであるとも指摘している。

こうした考え方は，現在進行している技能実習生制度改革でも取り上げら

れており，重要な論点であろう。

５．まとめかえて
本稿では，日本の外国人受け入れの制度の変遷を中心に，その制度の変遷

と課題を検討した。本稿で明らかになった点を大別すると，下記の３点があ

げられる。

第１に，日本の外国人労働力受け入れ制度は，前述したA論（労働開国

論）とB論（労働開国に慎重な論）の綱引きの中で，大きな流れとしてはし

だいにA論が強化されているものの，常に折衷案的な判断が下されており，

これが現在の複雑な制度を生み出し，様々な問題を発生させてきたもっとも

大きな要因となっているといえよう。しかし２０２３年現在，国内の深刻な労

働力不足を背景に，政府，産業界はさらなる労働開国に大きく転換しつつあ

り，新しい状況が生まれつつある。今後の趨勢について注意深く検討する必

要がある。
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第２に，外国人労働力受け入れにおける大きな問題である失踪問題は，失

踪者数からみれば，近年でもその深刻さは減じていない。世界情勢，国内情

勢，社会倫理のいずれにおいても，現行の技能実習制度より外国人労働者の

権利保障が後退することは許される状況にないことから，例えば，技能実習

法の外国人労働者保護規定については，外国人労働者保護のための基本法を

制定するなど，画期的な外国人労働者保護姿勢を他国に先んじて打ち出すべ

きである２２）。こうしたことによって，日本を選択する外国人労働者の確保に

もつながるものと考えられる。

第３に，技能実習生の失踪などによって制度を逸脱した場合の対応とし

て，一般的に，正規の居場所を失った不法滞在の外国人は，事件や事故の被

害者にも加害者にもなりかねないため，失踪，即在留資格を失い，不法滞在

に陥るという現在の制度の在り方が再検討されるべきである。依然として技

能実習生を含む外国人労働者の人権侵害の問題が後を絶たない状況から考え

れば，労働者が安心して働き，生活できる環境整備が喫緊の課題である。

このように技能実習生，広くは外国人労働者に関わる問題は依然として非

常に大きいと言わざるを得ない。先行研究および筆者の現地調査からも，特

に指摘したい問題として労働環境問題の改善問題があげられる。今後も，外

国人労働者の受け入れが増えるにしたがって，労働環境問題の整備はますま

す重要な問題となることが想定される。日本における外国人技能実習生，さ

らには外国人労働者の労働環境についてさらに研究を深めていきたい。
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Changes and Challenges in Japan’s Foreign Labor Force
Acceptance System

Focusing on Changes in the Foreign Technical Internship
System

THINN THINN KHAINE
OSHIMA Kazutsugu

In recent years, Japan’s system for foreign workers has undergone a
major transformation. In April 2019, against the backdrop of a serious labor
shortage, a new residency status, “Specified Technical Skills,” will be
created to allow foreign workers to extend their stay in Japan and even to
settle in Japan, thus shifting Japan to actively accept foreign workers. The
total number of foreign workers has increased as a result of such
deregulation, and the number of countries from which they come has
expanded gradually to include Southeast Asian countries, with Vietnam
rapidly replacing China in recent years.
In principle, Japan has not accepted simple labor until now. However,

the current situation is that a significant number of foreigners are actually
entering the labor force in various industries under a variety of residence
statuses. Thus, Japan’s policy of accepting foreign labor is not consistent
with its principles and reality, and the technical internship system, in
particular, has been the source of many problems, including criticism from
abroad that the system violates human rights.
Thus, the current technical internship system faces a number of
challenges, which led to the aforementioned 2019 amendment of the law in
a more realistic form to alleviate these problems and to meet the growing
demand for labor in the real industrial sector. As a result of this legal
revision, the number of foreign workers is expected to continue to increase
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for a long time to come. Therefore, it is necessary to determine
fundamental policies regarding the acceptance of foreign labor, such as（1）
how Japan will deal with the acceptance of foreign labor over the long
term,（2）whether or not Japan will systematically accept more simple
labor,（3）how Japan will compete with other Asian countries and regions
that accept foreign labor, and（4）how Japan will develop its institutional
arrangements. In addition, institutional arrangements have become an
urgent issue.
Under these circumstances, this paper will focus on the foreign technical
internship system and the newly established “specified skill system” to
analyze the current status of the system and the challenges it faces, with a
particular focus on the role and importance of the supervisory bodies that
accept foreign technical intern trainees.
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